
（独）国立のぞみの園の現状について 

資料 ２ 



 
 

【サービスその他業務の質の向上に関する主な事項】 
 ○重度知的障害者のモデル的な支援を行い地域移行を引き続き推進し、施設入所利用者数を１６％縮減 
 ○行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者に対する支援 
 ○重度あるいは高齢知的障害者の地域生活支援、著しく支援が困難な者への支援等について調査研究 
 ○全国の知的障害関係施設職員等を対象とした養成研修の実施、地域移行やサービス支援技術等に関する援助・助言 
 
【業務運営の効率化に関する主な事項】 
 ○常勤職員数の１３％削減、運営費交付金の額を１６％以上節減 
 
 
  

 

昭和４６年 ４月  国立コロニーのぞみの園開園（※特殊法人心身障害者福祉協会が運営） 
          ※ 重度の知的障害者に係る例のない大規模・総合施設であり、専門職員の確保や民間との人事交流を効率的・弾力的に 
           行える形態として特殊法人とした。 
平成１５年１０月 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園に移行 
          ※ 重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、知的障害者の支援に関する調査及び研究等 
           を行うことに より、知的障害者の福祉の向上を図ることを目的とする。（のぞみの園法第３条） 
 

 設     立 

                            ※平成29年４月１日現在 
 
【役職員数】   理事長、理事２人、監事２人、職員１９５人、非常勤職員１4７人 
 
【入所利用者数】 ２３９人（男性：１４１人 女性：９８人、障害支援区分（区分１～６）の平均：５.９）   

 役 職 員 ・ 入 所 利 用 者 

○ 障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき利用者等に対するサービスの提供 （平成29年４月１日現在） 
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現 員 （人） ２３９ 
（内有期１５） 

２７ ２９７ ７ １ ３１ ９１ 
（登録者） 

－ ５９ 
（登録者） 

７８ 
（登録者） 

７０ 
（登録者） 

○ 知的障害者の自立と社会参加に関する調査研究及び人材の養成研修、他の障害者支援施設への援助助言等 

第３期中期目標・中期計画（計画期間：平成２５年４月１日から平成３０年３月３１日） 

概 要 

１ 



昭和４６ 年  １月  特殊法人心身障害者福祉協会 設立 
 
昭和４６ 年  ４月   国立コロニーのぞみの園開園（特殊法人心身障害者福祉協会が運営） 
           全国を対象に独立自活の困難な心身障害者が必要な保護及び指導の下に社会生活を営むことができる総合的な福祉施設として 
           群馬県高崎市に開園された。 
 

平成１３年１２月  特殊法人等整理合理化計画が閣議決定 
           行政改革の一環として特殊法人等の事業等の徹底的な見直しの中で、特殊法人心身障害者福祉協会は、「重度知的障害者の 
           モデル的な処遇を行う施設」の運営主体として明確に位置づけられ、組織形態を独立行政法人とすることが定められた。 

 
平成１４年８月～平成１５年７月 「国立コロニー独立行政法人化検討委員会」を開催 
           独法化に伴い国が法人に対して指示すべき中期目標の内容等について検討を行い、新たな入所者を受け入れないことを基本とし 
           入所者の地域移行を進めることや運営費交付金の節減などにより運営の合理化・効率化を図ることなどの意見がとりまとめられた。 

 
平成１５年１０月  独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法が施行（平成１４年１２月に成立） 
           重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援を提供するための施設を設置・運営し、知的障害者の自立 
           に関する調査及び研究等を行うことなどが規定された同法が施行。 

 
平成１５年１０月～ 第１期中期目標期間（平成１５年１０月～平成１９年度） 
           中期目標の主な内容は、①地域への移行を推進し入所者数を中期目標期間中に３～４割程度に縮減することや、②運営費交 
           付金の最終年度（平成１９年度）の額を平成１４年度と比べて１３％以上節減することなど。 
 

平成２０年度～   第２期中期目標期間（平成２０年度～平成２４年度） 
           中期目標の主な内容は、①地域への移行を推進し施設利用者数について独法化移行時（平成１５年１０月）と比較して３割縮減 
           することや②運営費交付金の最終年度（平成２４年度）の額を平成１９年度と比べて２３％以上節減することなど。 
 

平成２５年度～   第３期中期目標期間（平成２５年度～平成２９年度） 
           中期目標の主な内容は、①地域への移行を推進し施設入所利用者数を平成２５年３月末時点と比較して１６％縮減することや 
           ②運営費交付金の最終年度（平成２９年度）の額を平成２４年度と比べて１６％以上節減すること、③強度行動障害等を有する者や 
           矯正施設を退所した知的障害者等への有期限のモデル的支援を行うことなど。 

沿 革 

２ 



診 療 部 
診療（内科、精神科、整形外科、皮膚科、歯科） 

機能訓練、臨床心理、障害児通所支援センター 

地域支援部 

監 査 室 

生活支援部 

事業企画部 

施設事業局 監 事 

参 与 

理 事 理事長 

サービス管理総括、地域移行、相談支援、 
援助・助言、人材の養成・研修 

施設入所支援、短期入所、生活介護、 
日中一時支援 

 
 
地域生活支援、共同生活援助、自立訓練、 
就労移行支援・就労継続支援B型、生活介護、 
日中一時支援 
 
 

※上記の上段の数字は常勤の人員、下段（）の数字は非常勤の人員。 

   

平成２９年４月１日現在 

参 事 

人事、予算、財務、施設管理 

監査関係、苦情解決 

総 務 部 

事業企画局 

研 究 部 調査・研究 

組織図 

１名 

（２）名 

２名 

１名 

（３）名 

 １名 
（１）名 

 １４名 
（７）名 

  １９名 
 （６）名 

  ５名 
（１）名 

  ８９名 
（６４）名 

  ３０名 
（４７）名 

  3４名 
（２１）名 

  ２５名 
 （７）名 

  １２０名 
 （１1１）名 

  １９４名 
 （１4７）名 

【役職員数】 
 理事長、理事２人、監事２人、職員１９５人、非常勤職員１4７人 
 ※参事は委嘱のため人数には含めず。 
【所在地】 
 群馬県高崎市 

（医療担当） 

   （地域支援担当） 
   （調査研究担当） 
（社会生活支援担当） 

３ 



 入所利用者の概況 
１．旧法人時代からの入所利用者の概況 
 ○ 入所利用者数： ２２４人 （男性：１３２人、女性：９２人） 
 ○ 平均年齢： ６５．４歳 （３９歳～９２歳）  

 
 
 
  
 ○ 平均入所期間：４０．７年 
 

 
 
 

 ○ 障害支援区分（区分１～６）平均 ： ５．９     
  ＜内訳＞ ※区分３以下は対象者なし。           
   区分４： １名                
   区分５： １８名 
   区分６： ２０５名 

年代 ～２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０代 ８０代～ 計 

入所利用者数 ０人 １人 １３人 ３４人 ４６人 ６８人 ４７人 １５人 ２２４人 

各年代の割合 （０％）  （０．４％）  （５．８％） （１５．２％） （２０．５％） （３０．４％）  （２１．０％） （６．７％） （１００％） 

入所期間 １０年未満 １０年～２０年未満 ２０年～３０年未満 ３０年以上 計 

入所利用者数 ２人（０．９％） ２人（０．９％） ２８人（１２．５％） １９２人（８５．７％） ２２４人（１００％） 

○ 出身都道府県：３８都道府県（１５８市町村） 
 ＜上位の都県＞ 
  東京都： ５７名   埼玉県： ２４名 
  千葉県： ２２名   新潟県： １４名 
  神奈川県： １２名  群馬県： １２名   他 

２．有期入所利用者の概況 
 ○ 入所利用者数： １５人 （男性：９人、女性：６人）   ○ 平均入所期間：１．３年 
 ○ 平均年齢 ： ２９．５歳 （１９歳～５０歳）  

  
 
 
 
 
 
 

 ○ 障害支援区分（区分１～６）平均 ： ５．２  
  ＜内訳＞ ※区分１は対象者なし。  
   区分２： １名  区分４： １名 
   区分３： １名  区分５： ３名 
   区分６： ９名 

平成29年４月１日現在 

年代 ～２０代 ３０代 ４０代～ 計 

有期認定入所利用者 
行動障害等 ８人 １人 １人 １０人 

矯正施設等退所者 ３人 ０人 ２人 ５人 

各年代の割合 （７３．３％）  （６．７％）  （２０．０％） （１００％）  

○ 出身都道府県：６都県 
   神奈川県：５名  東京都：３名 
   群馬県：４名   福島県：１名 
   新潟県：１名   滋賀県：１名 

４ 

※ 再入所の場合は、再入所時点からの入所期間としている。 



H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

新規入所（※） 0 0 0 0 0 ２ ４ ５（１） ３ ７ ６（１） ６ ８（１） 11(2) 

退所者 ３ １３ １０ ２０ ２８ ３２ ２８ ３４ ３１ ２９ ２２ ２２ ２０ ２１ 

 （再掲）地域移行 ０ ５ ６ １４ １９ ２４ ２１ ２２ ２１ １８ ５ ５ ５ ５ 

年度末入所利用者 ４９６ ４８３ ４７３ ４５３ ４２５ ３９５ ３７１ ３４２ ３１４ ２９２ ２７６ ２６０ ２４８ ２３８ 

※有期限入所者数。なお、（）の数字は旧法人時代からの入所者の再入所者数。 

（単位：人） 

（単位：人） 

（参考）入所利用者数の推移 
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事業収入 

運営費交付金 

事業経費 

事業経費（施設整備費除く） 

（単位：百万円） 

〇 運営費交付金は中期目標の節減目標に基づき減少しながら推移。（Ｈ28予算額は1,216百万円、Ｈ29予算額は896百万円） 

〇 運営費交付金は第１～２期中期目標の節減目標を達成しており、第3期についても達成する見込み。 
〇 平成２８年度より運営費交付金については節減目標を上回る減額となっている。（H28目標は1,418百万円、H29目標は1,391百万円） 

※運営費交付金、事業経費は、平成16年度から平成27年度の財務諸表（決算報告書）の金額から退職手当支給額を除いたもの 

財 務 状 況 の 推 移 

＜参考＞運営費交付金について 
 ○独立行政法人通則法（平成十一年七月十六日法律第百三号） 
（財源措置）  
第四十六条   政府は、予算の範囲内において、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相当する金額を交付することができる。  

〇 交付金は第１～２期中期目標の節減目標を達成しており、第3期についても達成する見込み。 
〇 平成２８～２９年度の交付金については節減目標を上回る減額となっているが、平成３０年度以降は、第３期と同様の削減率（中 
  期計画期間の５年間で16％減）を設定した場合、交付金節減目標を達成できない見込み。 

６ 



（単位：百万円） 

 財務状況 （平成２７年度決算ベース） 

施設運営 調査・研究 情報提供 養成研修 援助助言 附帯業務 受託業務 法人共通 合計 

収入 
  運営費交付金 

 
８８６ 

 
３８ 

 
２３ 

 
６６ 

 
１６ 

 
５３５ 

 
０ 

 
２５１ 

 
１，８１４ 

  国庫補助金 ０ ７ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ７ 

  事業収入 
    うち、介護給付費・訓練等給付費収入等 

１，４９５ 
１，４７９ 

２ 
０ 

０ 
０ 

５ 
０ 

０ 
０ 

３２３ 
１２１ 

０ 
０ 

０ 
０ 

１，８２６ 
１，６００ 

    うち、地域生活支援事業費収入 ０ ０ ０ ０ ０ ９ ０ ０ ９ 

    うち、計画相談支援給付費収入等 ０ ０ ０ ０ ０ １１ ０ ０ １１ 

    うち、診療収入 ０ ０ ０ ０ ０ １２２ ０ ０ １２２ 

    うち、実習生等受入負担金収入等 １７ ２ ０ ５ ０ ３２ ０ ０ ５６ 

    うち、障害児通所給付費等収入 ０ ０ ０ ０ ０ ２８ ０ ０ ２８ 

  受託収入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ２ 

計 （Ａ） ２，３８１ ４７ ２３ ７１ １６ ８５８ ２ ２５１ ３，６４９ 

支出 
  一般管理費 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

 
５９ 

 
５９ 

  業務経費 ２，４１４ ４８ ２４ ５９ １６ ７６９ ０ １７６ ３，５０６ 

    うち、人件費（基本給等・退職手当含む） １，４３７ １９ １２ ３８ １６ ４５９ ０ １７６ ２，１５６ 

    うち、物件費（賃金含む） ９７７ ２８ １２ ２１ ０.３ ３１０ ０ ０ １，３４９ 

  受託経費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ２ 

計 （Ｂ） ２，４１４ ４８ ２４ ５９ １６ ７６９ ２ ２３５ ３，５６６ 

収支差 （Ａ）－（Ｂ） ▲３３ ▲１ ▲１ １２ ０ ８９ ０ １６ ８３ 

注１：セグメントの業務内容 
 【施設運営】：重度の知的障害者に対して、自立のために必要な支援をする業務（主に、施設入所支援・生活介護・自立訓練・短期入所・日中一時支援） 
 【調査・研究】：知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するための効果的な支援の方法に関する調査、研究業務 
 【情報提供】：効果的な支援の方法に関する情報の提供業務（研究の成果物の周知） 【養成研修】：知的障害者の支援の業務に従事する者の養成及び研修業務 
 【援助助言】：障害者支援施設の求めに応じて行う援助及び助言業務 
 【附帯業務】：障害福祉サービス業務（主に、就労移行支援・就労継続Ｂ型）、地域生活支援業務（主に、共同生活援助・相談支援）、診療業務、障害児通所支援業務 
 【受託業務】：地方公共団体からの受託業務。 【法人共通】：管理部門業務 
注２：法人共通の「うち、人件費」には役員及び管理部門職員に係る人件費（基本給等）が含まれている。 
注３：単位未満の数値を四捨五入したので、計と内訳が一致しない場合がある。 

７ 



（単位：百万円） 

 平成27年決算における事業収入のあるセグメントの詳細 

施設運営 附帯業務 

障害福祉サービス業務 地域生活支援業務 診療業務 障害児通所支援 

人員及び組織 
 

○常勤（人件費）：１２４人 
  ・事業企画部 ８人 
   ※支援調整、給付費徴収、年金管理等 

  ・生活支援部 １１０人 
   ※施設入所支援、短期入所等 

  ・地域支援部 ６人 
   ※自活訓練ホーム 
 

○非常勤（賃金）：９０人 
  ・総務部 １１人 
  ・事業企画部 ３人 
   ※支援調整、給付費徴収、年金管理等 

  ・生活支援部 ７５人 
   ※施設入所支援、短期入所等 

  ・地域支援部 １人 
   ※自活訓練ホーム 

○常勤（人件費）：５人 
  ・地域支援部 ５人 
   ※就労B、就労移行 
 

 
 
 
 
○非常勤（賃金）：１１人 
  ・地域支援部１１人 
   ※就労B、就労移行 

 

○常勤（人件費）：１６人 
 ・事業企画部 ５人 
  ※相談支援 

 ・地域支援部 １１人 
  ※GH、生活体験 
   ホーム（独事事業） 

 
 
○非常勤（賃金）３３人 
  ・事業企画部１人 
  ※相談支援 

  ・地域支援部３２人 
  ※GH、生活体験 
   ホーム（独自事業） 

  ・ 

○常勤（人件費）：３１人 
 ・診療部 ３１人 
 
 
 
 
 
 
○非常勤（賃金）：６人 
 ・診療部６人 
  

○常勤（人件費）：３人 
 ・診療部 ３人 
  ※れいんぼ～ 

 
 
 
 
 
○非常勤（賃金）：４人 
 ・診療部４人 
  ※れいんぼ～ 

収入 ２，３８１ １３８ ２４１ ４３４ ４５ 

 うち、運営費交付金 ８８６ ５９ １４７ ３１２ １７ 

 うち、事業収入 （A）   １，４９５ ７９ ９４ １２２ ２８ 

支出 ２，４１４ １３７ ２０１ ３８１ ５０ 

 うち、人件費（退職手当含む） １，４３７ ４４ １３２ ２５８ ２５ 

 うち、物件費（賃金含む） ９７７ ９３ ６９ １２３ ２５ 

収支差 ▲３３ １ ４０ ５３ ▲５ 

人件費（賃金含む。退職手当除く）  

（B） 
１，３９０ ７３ ２０１ ２７８ ３８ 

事業収入に対する人件費比率 
（B） / (A) 

９３％ ９２％ ２１４％ ２２８％ １３６％ 

○施設運営及び附帯業務セグメントの詳細について 

８ 



第３期中期目標に基づく取組 

【１．中期目標の期間】  
 平成２５年４月１日から平成３０年３月３１日（第３期） 
 

【２．業務運営の効率化について】 
 ① 平成２９年度末までに期首（平成２５年度当初）と比較して、常勤職員数を１３％削減 
 ② 給与水準の適正化 
 ③ 内部統制・ガバナンス強化への取組 
 ④ 平成２９年度の運営費交付金の額を、平成２４年度と比べて１６％以上節減 
 ⑤ 調達等合理化計画に基づき契約の適正化を実施 
 

【３．サービスその他の業務の質の向上について】 
 ① 重度知的障害者のモデル的な支援を行うことにより地域移行を引続き推進し、施設入所利用者数を１６％縮減（第２期中期 
  目標終了時（平成２５年３月３１日）と比較して） 
 
 ② 高齢の施設入所利用者に対する専門性の高い支援の実践 
 
 ③ 著しい行動障害等を有する者や福祉の支援を必要とする矯正施設を退所した知的障害者等を受入れ、有期限のモデル的 
  支援として取り組むとともに、発達障害児・者のニーズに的確に対応した支援を実施 
 
 ④ 重度あるいは高齢知的障害者の地域生活支援、行動障害等を有する著しく支援が困難な者等への支援や事例等に関する 
  調査・研究を実施し、その成果を全国の知的障害関係施設等に情報発信 
 
 ⑤ 全国の知的障害関係施設職員等を対象とした養成・研修の実施及びボランティアの受入等 
 
 ⑥ 重度知的障害者の地域移行、障害者総合支援法に基づくサービス支援技術等に関する援助・助言 
  
  

９ 


